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令和６年度 埼玉版スーパー・シティプロジェクト 市町村と企業等のマッチング強化 

業務委託仕様書 

 

１ 業務名 

  令和６年度 埼玉版スーパー・シティプロジェクト 市町村と企業等のマッチング強化業務 

 

２ 委託期間 

   令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで（予定） 

 

３ 業務の目的 

 埼玉県（以下「県」という。）は、超少子高齢社会を見据え、市町村の「コンパクト」「ス

マート」「レジリエント」の３つの要素を兼ね備えた持続可能なまちづくりを県が支援する

埼玉版スーパー・シティプロジェクト（以下「プロジェクト」という。）を推進している。 

 本業務は、プロジェクトに取り組む市町村と様々な技術や知見等を有する企業等（事業活

動を行う企業、法人、特定非営利活動法人、大学、その他の団体をいう。ただし、国、地方

公共団体は除く。以下「企業等」という。）が連携・協働し、官民連携による持続可能なま

ちづくりを推進するため、市町村と企業等の交流機会を拡大し、マッチング（市町村が発信

した地域課題に対して、市町村と企業等の連携事業を進めていくことを双方が合意すること

をいう。以下「マッチング」という。）の強化を図るものである。 

 

４ 業務内容 

本業務で委託する内容は、以下のとおりである。 

各業務の詳細な実施時期や方法等は、受託後、県と協議の上決定すること。 

 （１）ガバメントピッチの実施 

 市町村から地域課題やニーズについてプレゼンテーションを行い、企業等が聴講する

イベント（以下「ガバメントピッチイベント」という。）を開催するとともに、企業等

から課題解決策の提案を募集し、当該市町村と最適な提案を行った企業等をマッチング

するため、以下のア～キを実施すること。 

 ガバメントピッチイベントは、最大２回、１回あたり１０市町村程度の登壇を想定し

ている。 

ア 登壇市町村向け説明会の開催 

（ア）ガバメントピッチイベントで地域課題やニーズについてプレゼンテーションを 

  行う市町村(以下「登壇市町村」という。）を対象に、ガバメントピッチの進め方 

  やスケジュール等に関する説明会を開催すること。 

（イ）登壇市町村については、埼玉版スーパー・シティプロジェクトエントリーシー 

   トが県ホームページ上に公開されている市町村（以下「プロジェクトエントリー 

     市町村」という。）の中から県が受託者に示す予定である。 

（ウ)県から示した登壇市町村の他、受託者がプロジェクトエントリー市町村と協議 

    の上、登壇市町村に追加することも可能とするが県の了承を得ること。 

（エ）説明会には、登壇市町村の他、登壇を検討中の市町村も参加することがある。 
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（オ）開催時期は県と協議の上決定するが、ガバメントピッチイベント開催の３か月 

    前までに開催すること。 

（カ）開催方法は、WEB 会議システム「Zoom」を使用したオンライン形式によること。 

（キ）説明会開催後、必要に応じ、登壇を検討している市町村の相談に応じること。 

イ 登壇市町村の地域課題の整理及び深掘り等の支援 

（ア）登壇市町村の現状や抱えている問題をヒアリングし、本質的な課題を整理及び 

        深掘りするとともに、目指すべき姿を明確にすること。 

（イ）それらを企業等に分かりやすく説明するための資料の作成やブラッシュアップの 

    ための支援を行うこと。 

（ウ）登壇市町村と受託者の初回の打合せの設定に当たっては県が協力する。 

（エ）登壇市町村との打合せは WEB 会議システム「Zoom」を使用したオンライン形式を 

    想定している。 

（オ）登壇市町村との打合せは毎回録画し、県に提出すること。対面形式で実施した場 

    合も記録を作成し、県に提出すること。 

ウ ガバメントピッチイベントの開催  

（ア）ガバメントピッチイベントの開催、開催に当たっての周知、参加者の募集・受 

  付、当日の運営は受託者が行うこと。 

（イ）当日の進行は受託者が行い、登壇市町村と聴講する企業等の双方向のコミュニケ 

  ーションが生まれるよう工夫すること。 

   （ウ）ガバメントピッチイベントの対象とする課題の件数は、登壇市町村と協議の上、 

     決定すること。 

   （エ）開催時期は、令和６年７月から９月末までの間を想定している。 

   （オ）開催方法は、WEB 会議システム「Zoom」を使用したオンライン形式によること。 

   （カ）多くの企業等が聴講するとともに、登壇市町村の地域課題やニーズに対して課題 

     解決策の提案を幅広く募ることができるよう、自社のネットワークを活用するほ 

     か、金融機関等と連携して幅広く周知するなど創意工夫を図ること。 

   （キ）ガバメントピッチイベント当日に登壇市町村が円滑にプレゼンテーションを行う 

     ことができるよう、リハーサルの実施や助言等により支援すること。 

（ク）ガバメントピッチイベントの当日に登壇市町村のプレゼンテーションを聴講でき 

  なかった企業等においても課題解決策の提案ができるよう、当日の様子を県ホーム 

  ページ上で公開することを予定している。このため、受託者はプレゼンテーション 

  を録画し、県が指定するファイル形式で提出すること。 

   （ケ）受託者は、提出する録画データが公開されることについて、あらかじめ登壇市町 

     村の了承を得ておくこと。 

   （コ）録画データを提出する際には、県と協議の上、県ホームページ上で公開するに当 

     たって必要となるウェブアクセシビリティ（手話、字幕、音声解説、音声の文字起 

     こし等）への対応も併せて行うこと。 

   （サ）ガバメントピッチイベント開催後、登壇市町村及び聴講した企業等に対するアン 

     ケート調査の実施及び集計・分析結果の報告、次回開催に向けた改善策の提案を行 

     うこと。 
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エ 企業等からの課題解決策の提案の募集、受付及び整理 

（ア）ガバメントピッチイベント開催後、企業等からの課題解決策の提案を募集するこ 

  と。 

   （イ）提案の募集に当たっては、単なる自社のサービスやソリューションの売り込みで 

     はなく、持続可能な地域経営を実現するため、登壇市町村と企業等が連携・協働し 

     て地域課題を解決するための取組を検討し、提案するよう周知徹底すること。 

（ウ）登壇市町村に対して企業等から提案があった場合、登壇市町村が面談（登壇市町 

  村と課題解決策の提案を行った企業等が行う打合せをいう。以下「面談」とい 

  う。）の要否を判断するための参考となるよう、登壇市町村とのマッチングの可能 

  性等を見定め、県と協議の上、受託者から登壇市町村に一覧で提供すること。 

オ 登壇市町村と企業等との面談の実施 

（ア）登壇市町村が希望する企業等との面談を設定すること。 

（イ）面談の実施後、面談記録を作成し、県に提出すること。 

カ 登壇市町村と企業等とのマッチングに向けた支援 

（ア）登壇市町村が企業等とマッチングできるよう、必要な情報提供や助言等の支援を 

  行うこと。 

（イ）登壇市町村が企業等と提案内容の実施に向けた協議を行うに当たり、必要な助 

  言、情報提供等の支援を行うとともに進捗管理を行うこと。 

キ 市町村と企業等の連携・協働によるまちづくりの実現に向けた支援（計画等の策 

 定） 

 登壇市町村と企業等との連携・協働によるまちづくりが実現するよう、連携に向け

た計画等の策定支援を行うこと。 

 

（２）市町村と応援企業等との交流会の開催（３回） 

 市町村と埼玉版スーパー・シティプロジェクト応援企業等登録制度に登録している企

業等（以下「応援企業等」という。）が一堂に会し、まちづくりに向けた取組に関する

意見交換等を行う交流会を開催する。 

 ア 開催時期は県と協議の上決定するが、令和６年５月、７月、１０月を想定してい 

  る。 

イ 開催方法は、対面形式（状況によって変更する場合がある。）とする。 

ウ 参加対象者は、県内全市町村の企画・まちづくり担当職員及び応援企業等関係者と 

 する。 

エ 交流会の中でセミナーやパネルディスカッション等を行った場合、当日参加できな 

 かった市町村等においても後日参考にできるよう、当日の様子を県ホームページ上で 

 公開することを予定している。このため、受託者はセミナー等を録画し、県が指定す 

 るファイル形式で提出すること。 

 オ 受託者は、提出する録画データが公開されることについて、あらかじめ関係者の了 

  承を得ておくこと。 

カ 録画データを提出する際には、県と協議の上、県ホームページ上で公開するに当た 

 って必要となるウェブアクセシビリティ（手話、字幕、音声解説、音声の文字起こし 
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 等）への対応も併せて行うこと。 

 キ 開催に当たっての周知、参加者の募集・受付、当日の交流会の会場設営及び進行管 

   理、アンケート調査の実施及び集計・分析結果の報告、次回開催に向けた改善策の提 

   案を行うこと。 

 ク 会場の確保とそれに伴う費用の負担は受託者で行うこと。 

 

（３）まちづくりスマート技術等視察・体験会の開催（１回） 

 スマート技術等を活用したまちづくりの先行地域を視察し、市町村職員が官民連携に

よる持続可能なまちの姿をイメージすることができるよう視察・体験会を開催する。 

ア 開催時期は県と協議の上決定するが、令和６年１１月を想定している。 

イ 開催方法は、選定した視察地に赴いて視察・体験する方法とする。現地集合、現地 

 解散を想定している。 

ウ 参加対象者は、県内全市町村の企画・まちづくり担当職員とする。 

エ 視察先は県内又は近県を想定するが、県と協議の上、選定すること。 

オ 開催に当たっての周知、参加者の募集・受付、当日の運営、アンケート調査の実施 

 及び集計・分析結果の報告、次回開催に向けた改善策の提案を行うこと。 

 

（４）まちづくり先行事例セミナーの開催（１回） 

 プロジェクトエントリー市町村のうち、官民連携による具体的な事業を実施している

先行事例を紹介するセミナーを開催する。 

ア 開催時期は県と協議の上決定するが、令和７年１月を想定している。 

イ 開催方法は、対面形式（状況によっては変更する場合がある。）とする。 

ウ 参加対象者は、県内全市町村の企画・まちづくり担当職員及び応援企業等関係者と 

 する。 

エ 開催に当たっての周知、参加者の募集・受付、当日の進行管理、アンケート調査の 

 実施及び集計・分析結果の報告、次回開催に向けた改善策の提案を行うこと。 

オ 当日参加できなかった市町村等においても後日参考にできるよう、当日の様子を県 

 ホームページ上で公開することを予定している。このため、受託者はセミナーを録画 

 し、県が指定するファイル形式で提出すること。 

カ 受託者は、提出する録画データが公開されることについて、あらかじめ関係者の了 

 承を得ておくこと。 

キ 録画データを提出する際には、県と協議の上、県ホームページ上で公開するに当た 

 って必要となるウェブアクセシビリティ（手話、字幕、音声解説、音声の文字起こし 

 等）への対応も併せて行うこと。 

ク 会場の確保とそれに伴う費用の負担は受託者で行うこと。 

 

（５）埼玉版スーパー・シティプロジェクト応援企業等登録制度に係る申請受付等 

 プロジェクトの趣旨に賛同するとともに、「コンパクト」「スマート」「レジリエン

ト」の３つの要素を兼ね備えた持続可能なまちづくりの推進に資する技術・ノウハウ・

知見等を有する企業等を登録する応援企業等登録制度の運営支援を行う。 
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ア 応援企業等登録制度に関する問合せに対応するとともに、対応記録を作成し、速や 

 かに県に提出すること。 

イ 毎月１回、県が提供する申請内容等について、速やかに確認、整理等をし、必要に 

 応じて申請者と申請内容を調整の上、保存用データ・登録通知書等のデータファイル 

 を作成し、県に提出すること（毎月１０件程度の申請を想定している。）。 

ウ 企業等から登録内容の変更及び取消に係る申請があった場合、申請内容に基づき登 

 録内容変更通知書・取消通知書等を作成し、県に提出すること。 

 

（６）県ホームページにおける市町村・応援企業等情報掲示板の運営支援 

 市町村のまちづくりの推進及び課題解決を目指すための市町村と応援企業等をつなぐ

情報掲示板の運営支援を行う。 

ア 情報掲示板に関する問合せに対応すること。 

イ 市町村、応援企業等から情報掲示板に投稿があった場合、速やかに投稿内容を確認 

 し、必要に応じて投稿者と内容を調整の上、投稿内容を県に提出すること（毎月、10 

 件程度の投稿を想定している。）。 

  ウ 県が投稿内容を情報掲示板に掲載した後、県内全市町村、応援企業等に掲載した旨 

   をメール等で周知すること。 

エ 情報掲示板の掲載内容に関して、必要があるときは、市町村と応援企業等との協議 

 の場を設定すること。 

 

 （７）まちづくりに関する各種支援制度等の情報の確認・収集・提供 

 市町村が取り組む「コンパクト」「スマート」「レジリエント」の３つの要素を兼ね備

えた持続可能なまちづくりの参考となるよう、活用可能な国や団体等の支援制度に関す

る情報提供を行う。 

ア 県ホームページに掲載されている既存の情報を確認するとともに、新たな情報を収 

 集すること。 

イ 既存の情報の確認は毎月行うこととし、内容に更新がある場合は県に報告するこ 

 と。 

ウ 新たに収集した情報は、随時、県に提供すること。 

エ 県において、受託者から提供された情報を県ホームページに掲載する。 

 

（８）全体進行管理 

ア 受託後、業務実施スケジュールを作成し、県の了解を得ること。 

イ 適宜、各業務に係る進捗報告及び打合せを県と実施すること。県との打合せに当た 

 っては受託者が議事録を作成し、県に提出すること。 

ウ 受託者が市町村や応援企業等に電子メールを送付する際には、県にも送付内容を共 

 有すること。 

エ その他、プロジェクトの推進に当たり、市町村と企業等の連携に資する取組があれ 

 ば、随時提案すること。 
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５ 実施スケジュール 

 本業務については概ね以下のとおりのスケジュールを想定しているが、受託後、速やかに

業務実施スケジュールを作成し、県と協議の上、決定すること。 

 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10 月 11 月 12 月 １月 ２月 ３月 

(1)ア             

(1)イ             

(1)ウ             

(1)エ             

(1)オ             

(1)カ             

(1)キ             

(2)             

(3)             

(4)             

(5)             

(6)             

(7)             

 

６ 業務運営体制 

（１）運営管理責任者、業務担当者の配置 

ア 本業務を統括し、業務全体の進捗管理、県との連絡調整等の業務を行う運営管理責 

 任者を１人配置するとともに、各業務を実施する担当者をそれぞれ１人以上配置する 

 こと。 

  イ 運営管理責任者、業務担当者については、一部の業務において同一人物が兼務して 

   も構わないが、業務遂行に当たり支障が出ないよう必要な人員を配置すること。 

 

（２）問合せ窓口の設置 

 本業務に関する問合せ・相談窓口（電話・メールアドレス）を設置し、対応するこ

と。 

 

 

 

説明会開催 

支援実施 

提案募集、受付、整理 

面談実施 

支援実施 

支援実施 

交流会 

開催① 

交流会 

開催② 
交流会 

開催③ 

視察・体験会 

開催 

先行事例セミナー

開催 

情報掲示板支援実施 

県ホームページの掲載情報の確認、新規情報の収集・整理（随時） 

応援企業等登録に係る毎月の各種資料の作成、提出 

ガバメントピッチ 

イベント開催 
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７ 実績報告 

（１）提出物 

業務完了報告書（様式第 3 号）に以下の資料を添えて提出すること。 

ア 事業実施報告書（様式任意） 

    事業実施報告書には、４（１）～（７）に記載した各業務について、概要を記載す 

   るとともに、必要に応じて画像なども掲載すること。 

  イ 本業務の実施に当たり作成した資料等 

 

（２）提出物の権利の帰属 

 ア 受託者は、提出物（映像・画像等）に係る肖像権や著作権処理を済ませた上で、県 

  に提出すること。 

  イ 提出物の所有権及び著作権はすべて県に帰属するものとする。 

 

８ 再委託 

（１）受託者は、業務の全部又は一部を第三者に再委託してはならない。ただし、事前に県 

  に対し、再委託先の名称、代表者氏名、その他必要な事項を報告し、県の承諾を得た場 

  合はこの限りではない。 

 

（２）受託者は、業務を第三者に再委託した場合、当該委託先に対して、本仕様書に定める 

  受託者の義務と同等の義務を負わせるとともに、県に対して当該再委託先の全ての行為 

  及びその結果についての責任を負うものとする。 

 

９ 留意事項 

（１）受託者は、法令はもとより、県の条例、規則、規程等を遵守し、県が最適な成果を得 

  られるよう本業務委託を誠実に遂行すること。また、業務に当たっては、積極的な提案 

  を県に対して行うこと。 

 

（２）受託者は、本業務委託遂行に当たっては、上記の指示事項その他の必要要件について 

  十分協議を行うとともに、県の指示を受けること。また、委託内容等について疑義が生 

  じた場合には、速やかに県と協議の上対応すること。 

 

（３）受託者が報告書等作成のために作業する環境及び必要な経費は、受託者が準備するこ 

  と。ただし、受託者が必要に応じて本県庁舎内で作業や会議、打合せを行う場合には、 

  可能な限り県がこれを準備する。 

 

（４）受託者は、「業務実施スケジュール」を作成し、監督員の承諾を受けること。また、 

  適宜、業務の進捗状況等について監督員に報告を行うとともに、監督員その他関係者と 

  の十分な打合せを行うこと。 
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（５）受託者は、成果物に瑕疵が見つかった場合には、本委託業務完了後においても速やか 

  に県の指示に基づき、関係資料等の改正を行わなければならない。なお、同改正作業に 

  要する費用は、すべて受託者の負担によるものとする。 

 

（６）受託者は、本委託業務完了後であっても、本契約の範囲内における県の問合せ等に応 

  じるものとする。 

 

（７）本契約期間中は、受託者は県の執務時間内（土曜日、日曜日及び祝日を除く午前８時 

  ３０分から午後５時１５分まで）は常時連絡が可能な体制とすること。 

 

１０ その他 

 （１）使用する言語について、全ての提出物及び会話、文書、メール等全ての意思疎通は日 

   本語を用いることとする。 

 

 (２）その他、この仕様書に定めのない事項又は疑義が生じた場合は、双方で協議して決定 

  するものとする。 


